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「騒音に係る環境基準」の評価のための平面道路 に面する戸建て住宅地 に

おける最頻騒音 レベルの簡易予測法

A Simple Predicting Method of the Most Frequent Level of Insertion Loss of Road 

          Traffic Noise Caused by Detached Houses for Evaluating 
 `the En

vironmental Quality Standard for Noise'

平 栗 靖 浩*,穴 井 謙*,藤 本 一 壽*

 Yasuhiro HIRAGURI, Ken ANAI and Kazutoshi FUJIMOTO

ASJ RTN-Model 2003, which is generally used for the evaluation of `the Environmental Quality Standards for 

Noise' in Japan, estimates the averaged noise levels as the representative value in each estimate section. However, 

the noise level at each building is greatly changed by the arrangement of buildings. Therefore, it is necessary for 

the evaluation of the Standards to take the distribution of noise levels in the estimate sections into consideration. 

From the above viewpoint, we propose a new concept to adopt the most frequent level of insertion loss of road 

traffic noise as the representative value of each estimate section, and a simple method to predict the most frequent 

level of insertion loss is presented based on the simulation of the insertion losses caused by detached houses by the 

authors' method.
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1.は じめに

環境省 「騒音に係 る環境基準」1)で は,道 路 に面する地

域 における騒音は"面 的に評価"(一 定地域ごとに基準値を

超過する建物の戸数や割合によって評価)す るとされ,そ

のための騒音推計 も認めるとされている.騒 音 の推計には

建物群 による騒音減衰量を求めることが必要である.建

物群 による騒音減衰量を求める方法 としては,ASJRTN-

Model20032)に 提案 されている建物群背後における平均

的な騒音 レベル(区 間平均値)を 求 める方法や,藤 本 ら3)

による戸建て住宅群による騒音減衰量 の予測法F2006な

どがある.

藤本 ら4)は,戸 建て住宅地の建物背後の騒音 レベル は,

予測点から道路が見える場合 と見えない場合で大きく異な

るため,ASJModelが 提案す る区間平均値では背後地の騒

音分布 を適正に捉 えることがで きていない ことを指摘 し

ている.例 えば,図 ・1は建物立地密度(B)が0.275で ある

戸建て住宅地にお ける道路か らの距離(d)が45mの 評価
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区間にお ける戸建て住宅群 による騒音減衰量 の確率分布

を示すが,F2006は,こ の ような評価区間の騒音 レベル分

布を予測できるものの,ASJModelで 予測 した"区 間平均

値"は,図 のように広 く2峰 性に分布 している騒音 レベル

の どの値を表 しているか分 からず,ま たASJModelで 環

境基準を評価す ると,達 成率は(区 間平均値 と基準値の比

較だけか ら達成率が算出 されるため)1か0し か取 りえず,

実際の達成状況 を表 しているとは言い難い.

近年,国 や 自治体な どにおいて 「騒音に係 る環境基準」

の面的評価は定着 しつつあ り,面 的評価 のための建物群に

図・1建物群背後の騒音減衰量の確率分布



よる騒音減衰量の予測法がますます重要 となる中で,環 境

基準をより的確 に簡便に評価す ることのできる騒音予測手

法が望まれてい る.

さて,建 物背後の騒音分布のば らつ きを考えた とき,分

布 を代表する指標 としては,ASJModelの よ うな区間平均

値ではなく,"背 後地の評価 区間において最 も起 こり得る

騒音減衰量"(区 間最頻値)の よ うなものが望ま しい と考え

られる.こ のよ うな値を予測 し,そ の値を用いて環境基準

を評価すれば,評 価区間の環境基準達成率 を最 も適正 に評

価できるか らである.

このよ うな考えから,筆 者 らは,前 報5)に おいて,戸

建て住宅地を対象に,戸 建て住宅群による道路交通騒音減

衰量の"区 間最頻値"の 新 しい予測法 △Lgid
g、を提案 した.

しか しなが ら,提 案 した △Lgld
g、は一部の条件 の場合 に精

度がやや悪 く,ま た適用範囲も建物高 さが7m,受 音点高

さが1.2mに 限定 された ものであった.

そ こで本研究では,予 測精度を向上 させ るとともに,適

用範囲を受音点高 さ1.2m～6.2m,建 物高 さ4m～10mに

拡張 した新たな簡易予測式 △L言idg、を提案す る.

2.戸 建住宅群による騒音減衰量の区間最頻値の導出

本研究は,戸 建て住宅地 を対象 とす る区間最頻値 の簡易

予測式 △LBidgsの構築を 目的 とす る.そ のために,戸 建て

住宅地 における建物背後の騒音 レベル分布 を求 め,そ こか

ら区間最頻値 を算出 し,定 式化する.戸 建て住宅地におけ

る建物背後の騒音 レベル分布の計算には,背 後地の特定点

の騒音減衰量 を求めることのできるF20063)を 用いる.

沿道に戸建て住宅程度の大きさの建物群が並んでいる場

合 を想定 し,配 置を様々に変化 させた時の騒音減衰量の確

率分布 をシミュレーシ ョンによ り求 める.一 例を図・2に

示す.100m×60mの 地域 に様々な大き さの住宅が平面道

路 と平行に並んでいる住宅地 を想定 し,道 路か らの距離d

が15m,30m,45m,60mで ある騒音予測 区間(区 間長

80m)に おける騒音減衰量をシミュ レーシ ョンによ り求 め

た.音 源の高 さは0.3m,受 音点の高 さhpは1.2m,建 物

図・2戸建て住宅群の建物配置と騒音予測点

の高 さは7mと した.以 上の条件の もと,評 価エ リア全

体(100m×60m)の 建物立地密度Bは0.200か ら0.375ま

で,0.025刻 みの8種 類の住宅地について騒音減衰量を算

出 した.

先 に述べたよ うに,建 物背後地における騒音減衰量は,

道路 か らの距離が同 じ区間内でも騒音予測点 ごとに異な

り,そ のば らつきは大きい.し か し,建 物立地密度が同程

度 であれば騒音減衰 量は しかるべ き確 率分布に したが う

と予想 され る.そ こで,試 行の結果,確 率分布が収束する

5,000回 の試行を行い,騒 音減衰量の確率分布 とした.

そ して,区 間最頻値は,建 物立地密度Bと 道路からの距

離4の 組み合わせ(計32通 り)ご とに,全 受音点(801点)

における道路交通騒音減衰量 △LAEに ついて,±3dBの 範

囲内に含まれる受音点の数の割合が最大になるときの騒音

減衰量 とした(図 ・3).

3.区 間最頻値の予測式 △L8id
g,の 構成

本研 究では,建 物高さ4m～10m,受 音点高 さ1.2m～

6.2mの 条件における区間最頻値の予測法 △Llid
g、を提案

す ることを目的 とす る.そ のため,ま ず最初にH=7.Om,

hp=1.2mの 場合の △Lilld
g、(△Liildg、,H。7,hp.1.2と表記す る)を

定式化す る.次 に,H,hpが 上記以外 の場合にも適用可能

なよ うに式 を拡張する.

3.1H=7.Om,hp=1.2mの △LBId
gsの 定式化

シ ミュレー ションで得 られたH=7.Om,hp=1.2mの 場

合の区間最頻値 をFig.4(黒 丸)に 示す.図 よ り,区 間最頻

値 は,ASJModelで 示 されているalogio(1-Bl/b)の よ う

な対数的な減衰傾向を示 していることがわかる.そ こで,

目的変数を区間最頻値,説 明変数 を建物立地密度Bと 道

路か らの距離4と してaIOgio(1-Bl/b)に 補正項Cを 加え

た式で回帰 した.こ の とき,回 帰モデル はB=0の とき

△Liiidg、=0と し,B=1の とき △Lliid
g、は発散するもの と

図・3騒音減衰量の確率分布と区間最頻値



した.こ うして得 られ た回帰式を式(1)に 示す.

△Lgldg、
,H.,,hp.1.、=・ ・1・gl。(1-一 一B去)+・(1)

ただ し

△Lgidg、:戸 建て住宅群 による騒音減衰量[dB]

d:道 路か らの距離[m]

B:建 物立地密度

a・a=1.
e.(。愚.4.。1)

b・bニ 。
.236.1、.,.d.1

._-5.5.4.6.e-(・ ・588・d-1・ ・6・2c

.c-1

十e-(300・B+o・oo309・d-O・354・d+12・9・d238)

式(1)の 計 算 値 を 図・4の 実線 に示 す.式(1)は,F2006

を 用 いて 求 め られ た 区 間最 頻値(黒 丸)と よ く一 致 して い

る こ とがわ か る(決 定係数:0.99).一 方,ASJModelに よ

る区 間平均 値(図 ・4の 破線)は,d=15mの 場 合 を除 い て,

Bが 小 さい と ころで区間最 頻値 よ りも値 が小 さくなって い

る.す なわ ち,ASJModelは,図 一3の 確 率 分布 で み た と

き,減 衰 量 の大 きい方 の山の ピー クを捉 え る傾 向が あ る と

理解 され る.ASJModelの 区 間平 均値 と区間最 頻値 とは,

建 物 立地密 度 が小 さ く道 路 か らの距離 が近 い場合 に最大 で

5dB程 度 異 な る.

式(1)か ら算 出 され る △LIIIdg、±3dBの 範 囲 の デー タが,

シ ミュ レー シ ョンで得 られ た騒 音 減 衰 量 の 分布 に 占め る

割 合 を表・1に 示す.式(1)は,い ず れ のB,dの 場 合 に も,

50%(半 数 が70%)を 超 えて お り,△Lらidg、 は 幅広 く分布 す

る △LAEの 確 率分布 の適切 な代表 値 で あ る とい え る.

3.2任 意 のH,hpの 場 合の △LBIdgsの 定 式化

次 に,H=7m,hp＝1.2m以 外 の場 合 の △Lらidg、の 定式化

を行 う.2.に 示 した シ ミュ レー シ ョン方 法 を用 い て,hpを

1.2m～6.2m,Hを4.Om～10.Omに そ れ ぞれlmス テ ッ

図・4区 間最 頻値(H=7.Om,hp=1.2mの 場 合)

プ で 変化 させ た 計42通 りの組 み 合 わせ につ い て,Bとd

の 計32通 りの各 組 み 合 わせ につ い て 区 間最 頻値 を得 た.

た だ し,F2006の 適 用 範 囲 か ら,hp<H(受 音 点は建 物 高

さ以 下)と した.

得 られ た 区間 最頻 値 と △Lgldg、,H.7,hp。1.2の関 係 を図 一5に

示 す.図 よ り,全1,152デ ー タ中 の117デ ー タが ±ldB以

上 の差 があ り,式(1)がHとhpの 変 化 に対応 できてい ない

ことがわ かる.こ れ らの こ とか ら,△Lliid
gs,H.7,hp.1.2は 様 々

な建物 高 さ と受 音点 高 さに対応 した適 正 な推 計値 とは言 い

難 い.

そ こで,各 組 み合せ ご とに区 間最頻値 と式(Dと の差 分

を求 め,そ の 差 分 を得 るた め の補 正 項 を作 成 す る こ とと

した.図 ・6にH=7.Om,hp=1.2mの 場 合 の 区間最頻 値 と,

hp=1.2mでHを4mか ら10mま で 変 化 させ た ときの 区

間最 頻値 との差 分 を示 す.Bやdが 小 さい ときはHに よ

る差 はほ とん どな いが,Bやdが 大 き い場合,Hが 大 き

くな る と差 分 は小 さ くな る傾 向 にあ り,大 部 分 は差 分 が

線 形 に変 化 して い る こ とがわ か った.こ う した傾 向 は他

のhpに つ いて も同様 にみ られ た.次 に,図 ・7にH=7.Om,

hp=1.2mの 場 合 の 区 間最 頻値 と,H=7mでhpを1.2m

か ら6.2mま で 変化 させ た とき の区 間最 頻値 との差分 を示

す.hpがL2mの と き にOdBと な り,hpが 大 き くな る と

0.5dBに 漸 近 す るよ うな変 動 を示 してい る こ とが わか る.

表 ・1△Lilldg、 ±3dBの 割 合

B

0.200

0.225

0.250

0.275

0,300

0,325

0.350

0。375

15 30

d[m】

89.3%

86,4%

79.8%

79.0%

77.1%

73,9%

70.1%

66,6%

84.1%

79.0%

73.9%

69.5%

65.9%

64.7%

62.2%

54.0%

45

79.3%

73.1%

64.7%

59.6%

54,0%

58.2%

645%

70.9%

60

66.2%

54.6%

50.3%

57.7%

66.6%

75.4%

829%

72.9%

図 ・5区 間 最 頻 値 と △L8idgs ,H=7,hp=1.2の 関 係



図・6Hの 変化による区間最頻値の差分の変化 図・7hpの 変化による区間最頻値の差分の変化

こ う した傾 向 は他 のHに つ い て も同様 にみ られ た.

以 上 か ら,Hに よる補 正項 △LHとhpに よ る補 正項 △Lh,

を 式(3),(4)の よ うに表 し,こ れ を式(1)に 加 え る こ とに

よ り,任 意 のH,hpに 対 応 した予測 式 △Lgldg、が 式(2)の

よ うに得 られ た.

△Lll、dg、=△Lgldg、 ,H.・,h,.・・+△LH+△Lhp(2)

△LH=f・(H-7)(3)

△Lh,=9・(1-・}(h・-1・2))(4)

ただ し
図 ・8区 間 最頻 値 と △Lllidg、の 関 係

△LH:建 物高 さによる補正値[dB]

△Lh,:受 音点高 さによる補正値[dB]

H:建 物高 さ[m]

hp:受 音 点 高 さ[m]

∫・鶉
+0.0001・d2-0.004・d+0.035

.0.59

・1

.e-・2・.・ ・5・・.・・-32・.・e-・ ・462・d・

区 間最頻 値 と式(2)の 関 係 を図・8に 示 す.式(i)で は全

1,152デ ー タ中の117デ ー タが ±1dBの 範 囲か ら外 れ てい

た(図 一5)が,式(2)に よ り ±1dBの 範 囲 か ら外 れ たデー タ

数 が48個(全 体 の5%未 満)と な り,△Lllldg、を 用い るこ と

で,Hとhpが 変化 した場合の区間最頻値を的確 に捉 える

ことができた.

4.区 間最頻値 △Lllldgsの有効性の検証

提案 した区間最頻値の予測式 △Lllidg、の有効性 を検証す

る.

本論文で提案す る △Llidgsは,住 宅群背後 において様 々

に変化す る騒音 レベルの代表値 として,区 間最頻値(道 路

か らの距離が一定である様 々な騒音予測点において,あ

る値 を中心に して ±3dBの 範囲に入 る確率(以 後,"±3dB

の割合"と 呼ぶ)が 最 大 となる騒音 レベル)が 望ま しい こ

とを提案す るものである.こ のような視点か ら,ま ず第1



の検討 として,4.1で は,様 々な住宅配置 における住宅背

後の騒音 レベルの"±3dBの 割合"に ついて,本 論文で提

案する △L己idg、とこれ まで提案 されている予測法を比較 し,

△Llildg、が"±3dBの 割合 を的確に予測できることを示す.

本論文で提案する △Lllidg、は,「騒音 に係 る環境基準」の

評価 に用いることを目的 としている.そ のためには,様 々

な住宅配置 に適用 したとき,騒 音予測値が"甘 い評価"と

ならない(環 境基準の達成率が実際 よりも大 きめにな らな

い)こ とが重要であると考 えられる.そ こで第2の 検討 と

して,4.2で は,様 々な住宅配置の 「騒音 に係 る環境基準」

の達成率について,本 論文で提案す る △Lllid
g、とこれまで

提案 されている予測法 を比較 し,△L91dg、か ら得 られ る環

境基準達成率が大きめにな らないことを示す.

4.1評 価区間の騒音 レベル確率分布の表現性

△Lgidg、の予測式の構成 に用いた騒音減衰量の確率分布

について,区 間最頻値 の予測式 △Liiidg、か ら得 られ る騒音

レベルを中心 に±3dBの 範 囲に入 る確率("±3dBの 割合")

を算出し,評 価 区間全体の確率分布か ら算出され る ±3dB

の割合 と比較 した(図 ・9).両 者 の差は,最 大0.18に 過 ぎ

ず また △Lgidg、の ±3dBの 割合がO.5以 下になるのは48

条件のみであった・△Lllidg、の ±3dBの 割合が0・5以 下とな

るのは,図 一6,7で,Hやhpに よる騒音減衰量の差分の変

化が他 と異なったケース(例 えば,B=0.375,d=30,H=9,10

やB=0.300,d=45,H=8,9,10)で あった.

次に,ASJRTN-Model2003の 式(6.14)(建 物群背後 に

おける評価 区間の平均的なLAeqの 予測法)か ら得 られ る騒

音 レベルを中心に ±3dBの 範囲に入 る確率を算出 し,評 価

区間全体の確率分布か ら算出される ±3dBの 割合 と比較 し

た(図 ・10).両 者の差は,最 大0.56で あり,ま た △Lgidg、の

±3dBの 割合が0.5以 下となるのは345条 件あった.△LBidg、

の ±3dBの 割合が大き く劣化す るのは,建 物立地密度B

が0.275以 下で道路か らの距離4が45m以 上の評価区間

の場合が多数であった.

以上か ら,△Lgidg、の方 が,ASJRTN-Model2003の 式

(6.14)よ りも適切な環境基準の評価ができていることがわ

かる.

4.2「 騒音に係る環境基準」の評価への適用

図・11に示す7種 の戸建て住宅群 の配置(各 住宅地の上

辺が直線道路であると想定 している)に ついて,環 境基準

を評価 した.す なわち,全 対象住戸の うち環境基準値以下

となる住宅の割合(達 成率)を 求めた.住 宅配置は,住 宅地

内に住宅がランダムに立地 していると想定 して建物密度 を

変化 させた4ケ ース(U1,U2,U3,U4)と,偏 った建物配

図・9△Lらldgsか ら求 め た ±3　dBの 割 合

図・10△Lbldgsか ら求 めた ±3dBの 割 合 図・11戸建て住宅群の配置



置 の3ケ ー ス(V1,V2,V3)で あ り,建 物 立地密 度Bは,

0.201(U1),0.249(U2),0.300(U3),0.350(U4),0.263(V1),

0.262(V2),0.272(V3)で あ る.図 中,黒 塗 りした住戸 が予

測 対象住 戸 であ り,灰 色 塗 りの住 戸 は,道 路 か ら1列 目に

あ るた め,す べ て環境 基 準 を超 過 してい る もの と した.

用 いた騒 音減 衰 量 の予測 手 法 は,(1)本 論 文 で提 案 した

△Lgidgs,(2)ASJRTN-Model2003の 式(6.14),(3)F2006

の3種 であ る.F2006は 住 戸 ご との騒 音 レベル を予測 で き

るので,F2006か ら得 られ る環境 基 準達成 率 を レフ ァレン

ス と考 え,△Lらid
g、とASJRTN-Model2003の 式(6.14)に

よ る結 果 を比較 す る.

各 住 戸の騒 音 レベル はLp=Lw-10109iod-8+△ 賑 で

算 出 した.Lwは 線 音源 のパ ワー レベ ル,dは 道路 か ら住

戸 ま で の距 離,△ 賑 は建 物群 に よ る減 衰 に 関す る補 正 値

(筆 者 らの 予測 法 では △L直idg、,ASJModelで は 区間平均 値

△Lbldgs,F2006で は △LAE)で あ る.こ こで,Lwを90dB

か ら100dBま で2dBス テ ップ で変 化 させ(交 通 量が変 化

した こ とに相 当す る),環 境 基 準値 を70dB(幹 線 交 通 を担

う道 路 に近接 す る空 間 の昼 間1))と 想 定 した ときの環境 基

準達 成 率 を算 出 した。

環 境 基準 の評価 に際 して は,(1)達 成 率 が適切 であ る こ

と(真 の達成 率 に近 い こ と),(2)"甘 い評 価"と な らない(達

成 率 が真 の値 よ りも大 きめ にな らない)こ と,が 重 要 で あ

る と考 え られ る.

そ こで,(1)の 観 点 の検 討 と して,△L直idg、,ASJRTN-

Model2003の 式(6.14)に よ る達成 率 をそれ ぞれF2006に

よ る達 成率 と比 較 し(図 一11の7種 の 住宅 配 置 につ いて),

達 成率 の差 の2乗 平 均値(RMS)を 算 出 した(図 ・12).図 よ

り,△Lllldg、 に よる評価 の 方 が誤差(RMS)が 小 さい こ とが

わか る.こ れ よ り,△Liiidg、の 方が,ASJRTN-Model2003

の 式(6.14)よ り も適 切 な環境 基 準 の評 価 がで き て い る こ

とが わか る.

次 に,(2)の 観 点の検 討 として,△Lgidgs,ASJRTN-ModeI

図・12F2006に よる環境基準達成率 との差

図・13環境基準達成率がF2006よ り危険側 になる割合

2003の 式(6.14)に よる達成率の大小 をF2006と 比較 した

(図・13).図 一11の7種 の住宅配置について,F2006に よる

達成率よ り小さな値の場合は"安 全"側 の評価が,大 きな値

の場合は"危 険"側 の評価が得 られていると判断される.図

よ り,Lw=94dBの 場合だけが △Lbldg、は △Lllidg、よりも危

険側 に評価 されているが,そ れ以外では両者には顕著な差

は見 られない.こ れ より,環 境基準の達成率を"甘 く評価"

していないかとい う観 点からは,△Lきidg、,ASJRTN-Model

2003の 式(6。14)に は違いはないといえる.

以上の(1),(2)の2つ の観 点を総合す ると,△Lgidg、は

環境基準の評価 に適 した予測法であると判断できる.

5.お わ りに

「騒音に係 る環境基準」の面的評価に必要な建物群 によ

る騒音減衰量の予測 に関 して,戸 建て住宅地に適用する

ための"区 間最頻値"の 簡易予測法 △Liiid
g、を提案 した.区

間最頻値 は,住 宅地の建物背後地にお ける騒音 レベル分

布の"最 も起 こ り得 るレベル"を 表す指標 であ り,提 案 し

た予測式 △Lllidg、は,建 物 高さHが4m～10m,受 音点高

さhpが1.2m～6.2mと い う広い範囲に適用でき,し か も

算出に必要なパ ラメー タが街 区の建物立地密度Bと 道路

か らの距離4の2つ だけ とい う簡便な もので,実 用性 の

高い予測式である.ま た本予測法は,同 一のパ ラメータを

使用す るASJRTN-Model2003の 式(6.14)と 比較 して も,

適切 な評価結果 を与えることが確認 できた.
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